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教習所白書の目的とNDCCの思い

【目的】

都道府県の垣根を超えたルール議論を活発化すること

【思い】

NDCCが作成しようとしている『教習所白書』は、日本全国における教習所運営の統

一を目的としているわけでありません。昨今の時代の激動の中でも、我々指定自動車

教習所運営は時代に応じて変化しているとは言い難い状況です。そしてその事実と向

き合わずに目を背け、議論されることなく当たり前に進んできた教習所運営を、より今

の時代に合致した教習所運営にするために、我々の根幹である教習所運営について

積極的に議論すべきであり、『教習所白書』は、その議論を展開するうえでのきっかけ

になるとNDCCは考えます。
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「白書」とは・・・

「政府が国政の各分野の現状と課題をひとまとめにして報告書の形で広く国

民に提示する公文書。この言葉の由来はイギリス政府が外交の内容を国民

に知らせるために出した文書の表紙が白かったところから白書white paperと

呼ばれるようになった。以来，政府(行政府)の公式報告書を一般に白書とい

う。」

出典　株式会社平凡社世界大百科事典
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教習所白書概要
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【回答者】 

NDCCが任意に選出・依頼した設置者もしくは管理者  

【回答数】 

全４７都道府県（各都道府県１校）  

【アンケート回答方法】  

Googleフォーム  

【回答項目数】 

全27項目（詳細後述） 

【回答期間】 

2022年8月末～9月末 



教習所白書アンケート項目

● 都道府県名

● 都道府県内の指定自動車教習所数 
● 都道府県内の未指定自動車教習所数

● 各年毎の県内各教習所の入所者数・卒業生数

● 休校日の義務付けの有無

● 合宿教習実施の可否

● 複数教習におけるシミュレーター教習のカウント方法

● 第一段階での無線教習の実施可否

● 二輪専用コースがない場合の自動二輪車の複数教習の実

施可否

● 修了検定の実施日

● 仮免学科試験の実施日

● 修了検定及び仮免学科試験の実施時間

● 仮免の発行場所

● 仮免の発行日

● 卒業検定の実施回数

● みきわめと検定の同日実施の可否
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● オンライン学科実施の可否

● オンライン学科実施の方式

● オンライン学科実施における制限の有無

● １年間の指導員審査実施回数

● 新規で普通車の指導員審査を受験することができる指

導員審査実施回数

● 指導員が1日にできる最大教習時限数

● 複数車種の同時受験の可否

● 指導員・検定員の同時受験の可否

● 有資格者を採用する際に必要な事後教養時限数 
（都道府県外からの有資格者） 

● 有資格者を採用する際に必要な事後教養時限数 
（都道府県外からの有資格者） 

● その他都道府県の状況で気になること



本日の教習所白書の報告にあたって
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◆自動車教習所業界の特性

・労働集約型産業

◆自動車教習所業界を取り巻く環境

・免許取得者人口は減少傾向

・指導員確保の難易度は上昇傾向

・指導員の残業規制は厳格化

⇒持続的成長を果たしていくためには、経営効率を強く意識した経営が不可欠。



教習所白書　考察に用いた試算の前提条件

本教習所白書で試算を行う際は、  

全国の指定自動車教習所の平均値を用いて行った。  

（2021年度運転免許統計より引用）  

 

・1校当たり全車種卒業生数 ：1,323名（172万人／1,300校） 

・1校当たり普通車卒業生数 ：　846名（110万人／1,300校） 

・1校あたり教習指導員数 ： 23.8名（3.1万人／1,300校） 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【調査報告１】都道府県別指定自動車学校数
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全国：1,256校 

平均：27校 

最多：74校（北海道） 

最少：8校（奈良県） 



【調査報告２】教習時限数に関わるルール
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10時限（5県）11時限（17県）12時限（11県）13時限以上（14県）

と回答にばらつきが見られた。



【考察】教習時限数差による売上インパクト
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Ａ教習所 Ｂ教習所

売上

最大時限数 13時間 10時間

指導員数 23.8人

教習単価 5,000円／時間

年間繁忙期 4カ月（100日）

1億5,470万円

1億1900万円

最大時限数13時間の教習

所と10時間の教習所を最大

時限数以外を同条件で試

算。

左記の条件で試算すると、

年間で3,570万円の売上差

が出ることとなる。



【調査報告３】シミューレーター教習のカウント方法
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シミューレーター教習を、34県（72.3%）では複数教習としてカウントしているが、

13県（27.7％）では複数教習としてカウントしていない。



【考察】複数教習時間による生産性
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複数カウントしていない
Ａ教習所（6時間）

複数カウントしている
Ｂ教習所（7時間）

算出方法

1
段
階

通常教習 8時間

トレーチャー教習 0.2時間 1時間✕（１人／5人）

無線教習 1時間 3時間✕（３人／３人）

指導員稼働時間（①） 9.2時間

2
段
階

通常教習 13時間 12時間 算出方法

複数教習 2時間 2.33時間 6時間 or 7時間✕（3人／3人）

指導員稼働時間（②） 15時間 14.33時間

総指導員稼働時間（①＋②） 24.20時間 23.53時間 23.53÷24.20＝97.2%

複数カウントが1時間増えることで、100%－97.2％＝2.8%の生産性が向上。

2.5億円の普通車売上があれば約700万の増収になる。



【調査報告４】修了検定に関わるルール
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祝日や繁閑時期など細かな条件も記載いただいた。

祝日を除いて、1週間のうち修了検定可能な日数は以下のとおり。

7日（29県）、6日（10県）、5日（5県）、3日（3県）



【考察】修了検定に関わる収益インパクト①
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Ａ教習所 Ｂ教習所 C教習所

検定日数 7日 6日 3日

合宿生徒数 1,323人

検定合格率 90%

不合格者数 132人

余分コスト 3泊分 4泊分 5泊分

コスト単価 5,000円／泊

余分コスト額 198万円 264万円 330万円



【考察】修了検定に関わる収益インパクト②
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Ａ教習所 Ｂ教習所 C教習所

余分コスト 3泊分 4泊分 5泊分

Ａ教習所比

基準

＋1泊分 ＋2泊分

不合格者数 132人

逸失泊数（①） 132泊分 264泊分

1人あたり泊数（②） 13泊

人数換算（①／②） 約10人 約20人

1人あたり売上（③） 約30万円

逸失売上額
（①／②）✕③

300万円 600万円



【調査報告５】新任指導員審査にかかわるルール
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アンケートには詳細の条件も回答いただいたが、回答内容を精査した年間
回数としては右上枠内の通り。

年間3回が8割を占めるが、年間1回の都道府県もある。

年間回数

・4回（5県）

・3回（37県）

・2回（3県）

・1回（2県）



【考察】新任指導員審査回数のインパクト
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上記以外にも上席者や先輩指導員の教育コストもかかってくる。

Ａ県 Ｂ県 C県

年間回数 4回 3回 2回

平均受験回数 2回

戦力化 6ヶ月後 9ヶ月後 12ヶ月後

年間売上高
（1指導員あたり） 1,000万円

初年度売上貢献額 500万円 250万円 0円



【調査報告６】オンライン学科の実施について①
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全47都道府県でオンライン学科の実施が可能



【調査報告５】オンライン学科の実施について②
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実施形式についてはライブ方式のみ実施可能が１県、オンデマンド方式のみ実

施可能が４県となっている。



【考察】オンライン学科導入による生産性
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Ａ教習所 Ｂ教習所 C教習所

学科方式 対面のみ 対面・オンライン両面 オンラインのみ

学科指導員数 ２人 1人（▲1人） 0人（▲2人）

繁忙期日数（4カ月） 100日

稼働時間／日 11時間

削減総労働時間（①） 0時間 1,100時間 2,200時間

削減労働時間／月（②）
（①÷23.8人÷4カ月） 0時間 11.6時間 23.1時間

労働時間削減効果
（②÷25日） 0時間 約0.5時間／日 約1時間／日

11時間教習の平均的な教習所で、Ｂ教習所で5％、Ｃ教習所で10％の労働

時間削減の効果が見込める。



【考察】オンライン学科導入の実例
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前年比入所数＋33名で、学科実施時間数は前年比▲226回。

2022年度の25回は、岩手県ルールで対面で行うことになっている

学科1-1と2-10の実施回数。

陸前高田ドライビングスクール（岩手県）の例

＜普通一種学科　月間実施回数＞

241回2021年9月

2022年9月 25回
入所数＋33名


